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検討の背景①

〔検討の背景〕

① 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた令和元年度実績の評価方法等について

○ インセンティブ制度については、５つの評価指標により、支部ごとの実績を評価することとされており、また、インセンティブの保

険料率については、健康保険法の施行令において、３年間で段階的に導入することとされている（詳細は17ページを参照）。

・ 平成30年度の実績（令和２年度保険料率）：0.004％

・ 令和元年度の実績（令和３年度保険料率）：0.007％

・ 令和２年度の実績（令和４年度保険料率）：0.01％

○ 令和元年度は、新型コロナウイルス感染症の影響があった評価指標について、３月分のみを補正し、インセンティブ保険料

率については、予定どおり、0.004％から0.007％に引き上げを行うことについて、第107回運営委員会（令和２年11月

25日開催）で決定した。

≪インセンティブ制度に係る令和元年度実績の評価方法≫

評価指標 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた評価方法の変更点

【指標１】

特定健診等の実施率

○ 令和2年3月は実績がなかったものとして、平成28・29・30年度において、3月実績が通年に占める割合を基に平成31年4月か

ら令和2年2月分実績に補正をかけたものと、令和元年度実績との、高い方の値により評価する。

【指標２】

特定保健指導の実施率

○ 分母（特定保健指導対象者）について、令和2年3月は実績がなかったものとして、平成28・29・30年度において、3月実績が

通年に占める割合を基に平成31年4月から令和2年2月分実績に補正をかけたものと、令和元年度実績との、高い方の値により

評価する。

○ 分子（特定保健指導最終評価終了者）については、平成31年4月から令和2年3月分実績で評価する。

【指標３】

特定保健指導対象者の減少率

○ 変更なし

【指標４】

医療機関への受診勧奨を受けた要

治療者の医療機関受診率

○ 平成31年4月から令和元年11月の間に一次勧奨をした対象者の実績で評価する。（レセプト確認は令和元年５月分から令

和２年２月分までとし、加入者が医療機関への受診を自粛した令和2年３月から５月等を評価の対象外とする。）

【指標５】

後発医薬品の使用割合

○ 変更なし
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検討の背景②

② 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた令和２年度実績の評価方法等について

○ 新型コロナウイルス感染症の影響が令和２年３月分のみであった令和元年度とは異なり、令和２年度においては、政府に

よる緊急事態宣言が発出されたことにより、該当地域やそれ以外の地域によって特定健診・特定保健指導等の取扱いの差

が生じたこと、新型コロナウイルス感染症の影響により医療機関及び健診機関への加入者の受診控えが生じたことを踏まえ、

令和２年度の評価方法等を検討する必要がある。

○ このため、第108回運営委員会（令和２年12月18日開催）において、令和２年4月から8月までにおける特定健診及

び特定保健指導の実績データについて、前年度である令和元年度の実績データと比較した上で、2つの論点を提示し議論を

行った結果、令和２年度の実績値を補正して評価することは困難であるとの認識で一致し、令和３年度に改めて検討を行

うこととした。

＜論点＞

① 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、令和元年度の対応と同様に、実績値の補正等を行うことで評価できるか。

② 令和２年度実績を令和４年度保険料率に反映する場合において、インセンティブの保険料率は、政令により、千分の

○・一（0.01％）に引き上げることが既に定められているが、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、引き上げを行うか

どうか。
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検討の背景③

③ 健康保険組合、共済組合の対応について

○ また、健康保険組合、共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度においては、新型コロナウイルスの影響を踏まえた令

和２年度の対応方針について、補正を行わずに、加算率を据え置くこととしている。

≪健康保険組合、共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度における対応方針
（第40回保険者による健診・保健指導等に関する検討会（令和２年11月19日開催）の資料より抜粋）≫
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検討の背景④

≪健康保険組合、共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度における対応方針
（第40回保険者による健診・保健指導等に関する検討会（令和２年11月19日開催）の資料より抜粋）≫
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検討の背景⑤

≪健康保険組合、共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度における対応方針
（第40回保険者による健診・保健指導等に関する検討会（令和２年11月19日開催）の資料より抜粋）≫
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令和２年度実績の評価方法等（案）の検討

＜論点＞

① 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、令和元年度の対応と同様に、実績値の補正等を行うことで評価できるか。

② 令和２年度実績を令和４年度保険料率に反映する場合において、インセンティブの保険料率は、政令により、千分の

○・一（0.01％）に引き上げることが既に定められているが、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、引き上げを行うか

どうか。

〔令和２年度実績の評価方法等（案）の検討〕

○ こうした状況を踏まえ、以下の論点について、前回のご議論を踏まえつつ作成した対応案も含めて、改めてご議論をお願

いしたい。今後、各支部の評議会でもご議論いただいた上で、次回の第113回運営委員会（令和３年11月26日開

催予定）において、令和２年度実績の評価方法等について結論を出していただく予定。

〔対応案〕

○ 第108回運営委員会（令和２年12月18日開催）の議論において、令和２年度の実績値を補正して評価すること

は困難であるとの認識で、委員のご認識は一致していたところ。新型コロナウイルス感染症の影響や緊急事態宣言の発

出に伴う業務の縮小又は中止による影響は、8ページ以降でお示しするとおりであり、年度全体の実施状況を見ても地域

によってバラつきが大きく、補正は困難と考えられる。

○ また、健康保険組合、共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度においては、新型コロナウイルス感染症の影響を

踏まえた令和２年度の対応方針について、補正を行わずに、加算率を据え置くこととしている。

○ これらを踏まえ、令和２年度の実績値については、補正を行わずに、令和２年度実績を反映する令和４年度のインセ

ンティブ保険料率は、千分の○・○七（0.007％）に据え置くこととしてはどうか。

○ なお、インセンティブ保険料率を据え置く場合は、健康保険法の政省令の改正が必要となるため、厚生労働省の「保険

者による健診・保健指導等に関する検討会」に諮る必要がある。
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参考①

≪緊急事態宣言のこれまでの経過≫

日付 内容 対象地域

令和２年４月７日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言
（期間：４月７日から５月６日）

7都府県
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県）

４月16日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更
（期間：４月16日から５月６日）

全都道府県

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年
４月16日変更）により、特定警戒都道府県の設定

13都道府県特定警戒都道府県
（北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、

岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）

５月４日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の期間延長
（期間：5月7日から５月31日）

全都道府県

５月14日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更
（期間：5月14日から５月31日）

８都道府県
（北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府、兵庫県）

５月21日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更
（期間：5月21日から５月31日）

５都道県
（北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

５月25日 新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言
（解除日：５月25日）

全都道府県で解除

令和３年１月７日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言（２回目）
（期間：１月８日から２月７日）

４都県
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

１月13日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更
（期間：１月14日から２月７日）

11都府県
（栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、

愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）

２月２日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の期間延長及び区域
変更（期間：２月８日から３月７日）

10都府県
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、

愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）

２月26日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の区域変更
（期間：３月１日から３月７日）

４都県
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

３月５日 新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の期間変更
（期間：３月８日から３月21日）

４都県
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

３月18日 新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言
（解除日：３月21日）

全都道府県で解除
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≪緊急事態宣言等の影響を踏まえた特定健診・特定保健指導等の取扱い≫

＜健診機関における健診＞

期間 全国健康保険協会における特定健診の取扱い 対象

３月４日～４月９日 ○ 健診機関の取扱いにより実施
※ 健診機関から意見を求められた場合は一時見合わせを推奨する

○ 全支部

４月10日～４月19日 ○ 特定健診は実施しない ○ 緊急事態宣言対象区域の支部
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県）
※上記の地域に所在する他支部の加入者を含む

○ 健診機関の取扱いにより実施
※ 健診機関から意見を求められた場合は直近１か月の地域の感染状

況により判断

○ 緊急事態宣言対象区域以外の支部

４月20日～５月31日 ○ 特定健診は実施しない ○ 特定警戒都道府県の支部（緊急事態宣言対象区域）
（北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、岐阜県、愛知県、京都
府、大阪府、兵庫県、福岡県）
※上記の地域に所在する他支部の加入者を含む

○ 健診機関の取扱いにより実施
※ 健診機関から意見を求められた場合は一時見合わせを推奨する

○ 特定警戒都道府県を除く、緊急事態宣言対象区域支部

６月１日以降 ○ 新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底の上、実施 ○ 全支部

期間 全国健康保険協会における特定健診の取扱い 対象

３月４日～４月９日 ○ 協会主催の集団健診は中止
○ 自治体との同時実施は自治体と調整の上、実施可否を判断

○ 全支部

４月10日～４月19日 ○ 特定健診は実施しない ○ 緊急事態宣言対象区域の支部
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県）
※上記の地域に所在する他支部の加入者を含む

○ 協会主催の集団健診は中止
○ 自治体との同時実施は自治体と調整の上、実施可否を判断

○ 緊急事態宣言対象区域以外の支部

４月20日～５月31日 ○ 特定健診は実施しない ○ 特定警戒都道府県の支部（緊急事態宣言対象区域）
（北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、岐阜県、愛知県、京都
府、大阪府、兵庫県、福岡県）
※上記の地域に所在する他支部の加入者を含む

○ 協会主催の集団健診は中止
○ 自治体との同時実施は自治体と調整の上、実施可否を判断

○ 特定警戒都道府県を除く、緊急事態宣言対象区域支部

６月１日以降 ○ 新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底の上、実施 ○ 全支部

＜集団健診＞

参考②
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＜特定保健指導＞

期間 全国健康保険協会における特定保健指導の取扱い 対象

２月25日～４月９日 ○ 対面による特定保健指導は見合わせる
○ 外部委託による特定保健指導は支部の取扱い等を説明した上で、委託業者が判断

○ 全支部

４月10日～４月19日 ○ 対面による特定保健指導は実施しない（外部委託を含む） ○ 緊急事態宣言対象区域の支部
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県）
※上記の地域に所在する他支部の加入者を含む

○ 協会保健師等による対面の特定保健指導は実施しない
○ 外部委託による特定保健指導は支部の取扱い等を説明した上で、委託業者が判断

○ 緊急事態宣言対象区域以外の支部

４月20日～５月31日 ○ 対面による特定保健指導は実施しない（外部委託を含む） ○ 特定警戒都道府県の支部
（北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川県、

岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県）
※上記の地域に所在する他支部の加入者を含む

○ 協会保健師等による対面の特定保健指導は実施しない
○ 外部委託による特定保健指導は支部の取扱い等を説明した上で、委託業者が判断

○ 特定警戒都道府県を除く、緊急事態宣言対象
区域支部

６月１日以降 ○ 新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底の上、実施 ○ 全支部

期間 全国健康保険協会における受診勧奨業務の取扱い 対象

４月から６月発送分 ○ 医療機関への受診勧奨（一次勧奨文書）の発送を延期
・ 令和２年４月、５月発送分を６月に発送
・ 令和２年６月、７月発送分を７月に発送

○ 全支部

４月22日～５月31日 ○ 医療機関への受診勧奨（一次勧奨文書）対象者に対する支部での二次勧奨の中止 ○ 全支部

＜医療機関への受診勧奨＞

期間 全国健康保険協会におけるジェネリック医薬品の使用促進業務の取扱い 対象

２月28日～５月31日 ○ 見える化ツール等を活用した医療機関・薬局への訪問による情報提供の中止 ○ 全支部

＜ジェネリック医薬品の使用促進＞

参考③
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＜特定健診等の実施率＞

参考④

支部名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 支部名

北海道 2.4% 0.9% 3.9% 4.3% 3.3% 4.6% 5.8% 4.6% 3.6% 2.9% 4.3% 4.2% 44.8% ▲1.2% ▲2.8% ▲0.4% 0.2% ▲0.4% ▲0.2% 1.1% 0.7% 0.5% ▲1.7% 0.1% 1.6% ▲2.4% 北海道

青森 4.0% 3.5% 5.8% 5.8% 4.3% 6.2% 6.1% 5.5% 4.0% 2.9% 3.6% 4.2% 55.8% ▲0.8% ▲1.7% ▲0.1% 0.6% 0.4% 0.1% 0.2% 0.3% 1.1% ▲0.3% 0.5% 0.7% 1.0% 青森

岩手 4.3% 2.5% 5.1% 6.5% 4.1% 6.5% 7.1% 5.9% 4.4% 3.2% 4.1% 1.9% 55.7% ▲1.1% ▲1.1% 0.1% 1.3% ▲0.7% ▲0.8% 0.5% 0.8% 0.1% ▲1.3% ▲0.2% 0.1% ▲2.1% 岩手

宮城 2.2% 2.4% 4.9% 6.0% 5.2% 7.6% 9.2% 6.0% 4.2% 3.6% 4.1% 2.9% 58.2% ▲2.1% ▲2.1% ▲1.4% ▲1.2% ▲1.1% ▲0.7% 3.3% 1.0% 0.7% 0.5% 0.3% 0.9% ▲1.7% 宮城

秋田 2.7% 3.3% 4.3% 4.9% 5.2% 6.6% 6.5% 4.7% 4.9% 4.6% 4.3% 3.9% 55.9% ▲0.6% ▲1.0% 0.2% 0.3% 0.4% 1.2% 0.9% ▲0.2% 0.5% ▲0.0% 0.1% 0.5% 2.2% 秋田

山形 3.7% 4.4% 7.2% 7.5% 7.8% 9.4% 9.8% 6.5% 5.7% 4.1% 4.3% 2.7% 73.1% ▲2.1% ▲1.9% ▲0.7% ▲0.7% 1.2% 0.7% 2.1% ▲0.8% 0.4% 0.6% 0.3% 0.4% ▲0.4% 山形

福島 2.2% 2.3% 4.2% 4.8% 4.1% 5.5% 6.5% 5.5% 4.6% 4.1% 4.3% 4.9% 53.1% ▲1.1% ▲2.3% ▲1.3% ▲0.9% ▲0.3% 0.2% 1.2% 0.9% 0.1% 0.6% 0.5% 0.5% ▲1.8% 福島

茨城 3.0% 2.1% 4.2% 4.4% 3.7% 4.7% 5.7% 5.1% 4.0% 4.3% 4.4% 6.5% 52.1% ▲0.5% ▲2.3% ▲0.4% ▲0.8% ▲0.0% ▲0.1% 0.7% 0.4% ▲0.4% 0.9% 0.3% 2.2% ▲0.1% 茨城

栃木 1.8% 2.2% 4.3% 5.0% 3.8% 5.4% 6.9% 6.1% 4.2% 3.2% 5.4% 5.2% 53.5% ▲1.5% ▲2.6% ▲1.2% ▲0.1% 0.4% 0.7% 1.1% 0.5% 0.9% 0.5% 1.8% 0.1% 0.3% 栃木

群馬 1.6% 1.1% 3.7% 5.0% 4.0% 5.6% 6.2% 5.0% 4.5% 3.2% 4.6% 6.5% 51.0% ▲1.2% ▲3.0% ▲1.3% 0.2% 0.0% 0.6% 1.1% 0.6% 1.1% 0.1% ▲0.2% 2.2% 0.3% 群馬

埼玉 1.2% 1.0% 3.1% 3.8% 3.1% 4.3% 7.1% 4.7% 3.3% 3.6% 3.5% 4.0% 42.8% ▲1.9% ▲2.6% ▲1.3% ▲0.7% ▲0.2% ▲1.7% 2.7% 0.3% 0.1% 0.9% ▲0.5% 1.4% ▲3.6% 埼玉

千葉 0.5% 0.7% 3.6% 4.0% 3.3% 4.6% 5.4% 4.5% 3.4% 2.7% 3.3% 3.7% 39.7% ▲1.9% ▲3.4% ▲1.0% ▲0.2% ▲0.1% ▲0.3% 1.0% 0.6% 0.6% 0.0% 0.2% 0.7% ▲3.7% 千葉

東京 0.7% 0.7% 3.0% 4.1% 4.0% 5.0% 6.3% 5.4% 5.0% 3.9% 4.3% 4.7% 47.2% ▲1.7% ▲3.0% ▲1.3% ▲0.5% ▲0.5% ▲0.5% 1.0% ▲0.0% 0.8% 0.8% 0.4% 1.7% ▲2.8% 東京

神奈川 1.1% 0.6% 3.4% 3.8% 3.0% 4.3% 6.1% 4.5% 4.5% 3.0% 3.7% 3.6% 41.5% ▲2.1% ▲3.0% ▲0.9% ▲0.3% ▲0.0% ▲0.6% 1.5% 0.2% 0.6% 0.5% ▲0.2% 0.7% ▲3.7% 神奈川

新潟 4.1% 3.2% 6.6% 6.6% 4.8% 6.3% 9.9% 5.8% 4.2% 3.3% 4.2% 6.2% 65.3% ▲1.2% ▲2.2% ▲0.3% ▲0.4% ▲0.4% ▲0.2% 2.7% ▲0.2% 0.4% 0.6% ▲1.6% 2.4% ▲0.5% 新潟

富山 3.2% 3.4% 6.2% 7.2% 5.5% 7.9% 8.3% 6.6% 5.2% 3.9% 5.1% 4.7% 67.3% ▲2.3% ▲2.1% ▲1.0% 0.1% 0.3% 0.9% 0.9% 0.5% 1.3% 0.4% 0.7% 1.5% 1.2% 富山

石川 2.3% 1.5% 4.0% 5.2% 5.3% 6.6% 8.7% 5.5% 7.8% 6.0% 4.4% 3.7% 61.2% ▲2.1% ▲3.9% ▲2.6% ▲0.8% ▲0.5% ▲0.6% 1.9% 1.0% 3.0% 1.5% ▲0.3% 1.2% ▲2.2% 石川

福井 2.0% 1.7% 5.0% 5.6% 4.3% 5.9% 7.3% 6.0% 6.0% 4.9% 4.7% 5.0% 58.4% ▲1.6% ▲3.3% ▲1.1% ▲0.0% ▲0.5% ▲0.1% 0.6% 0.2% 1.5% 0.8% 0.1% 1.1% ▲2.5% 福井

山梨 2.3% 1.7% 5.3% 6.6% 6.4% 6.2% 7.5% 5.8% 4.9% 4.3% 6.0% 5.9% 63.0% ▲2.3% ▲3.6% ▲0.7% ▲0.1% 1.3% 0.7% 1.4% 0.3% 0.4% ▲0.1% 0.5% 0.6% ▲1.8% 山梨

長野 2.6% 2.6% 5.0% 4.8% 4.3% 5.5% 7.0% 5.7% 5.2% 5.6% 5.5% 5.2% 58.9% ▲0.7% ▲2.2% ▲0.6% ▲0.4% 0.2% ▲0.3% 1.3% 1.1% 1.0% 0.8% ▲0.4% 0.7% 0.6% 長野

岐阜 1.6% 1.7% 5.3% 5.4% 4.3% 5.4% 7.0% 6.4% 6.1% 3.8% 5.0% 4.2% 56.3% ▲1.4% ▲2.4% ▲0.7% ▲0.7% 0.1% ▲0.4% 1.1% 0.6% 1.1% 0.2% 0.7% 1.5% ▲0.4% 岐阜

静岡 1.9% 2.5% 4.9% 5.0% 4.9% 6.1% 6.8% 5.6% 4.4% 3.4% 5.0% 4.0% 54.6% ▲1.4% ▲2.4% ▲0.5% ▲0.3% 0.3% 0.8% 1.0% 0.4% 0.8% ▲0.6% 1.0% 0.9% ▲0.1% 静岡

愛知 1.3% 1.0% 4.0% 4.3% 4.0% 5.0% 7.1% 5.1% 4.9% 3.7% 5.3% 4.1% 49.7% ▲1.1% ▲2.9% ▲0.8% ▲0.2% ▲0.2% ▲0.8% 2.4% 0.4% 1.0% 0.7% 0.9% 0.4% ▲0.3% 愛知

三重 3.2% 2.9% 5.6% 5.1% 4.3% 5.4% 7.2% 5.2% 4.8% 4.1% 5.6% 4.0% 57.4% ▲1.6% ▲2.2% ▲0.5% ▲1.4% ▲0.0% 0.3% 1.7% 0.5% 1.4% ▲0.2% 0.8% 0.7% ▲0.4% 三重

滋賀 1.8% 1.8% 3.9% 5.7% 4.7% 6.0% 5.5% 6.6% 6.1% 4.2% 5.0% 5.7% 57.2% ▲2.0% ▲1.7% ▲0.1% ▲2.0% ▲0.1% 0.3% 0.8% ▲0.1% 2.8% 0.6% ▲0.8% 1.9% ▲0.5% 滋賀

京都 2.7% 0.8% 5.1% 5.7% 4.6% 6.1% 6.6% 5.3% 4.3% 4.1% 5.1% 5.5% 55.9% ▲1.5% ▲4.8% ▲1.1% 0.2% 0.4% 0.9% 1.2% 0.8% 0.7% 0.8% 0.7% 2.3% 0.6% 京都

大阪 0.9% 0.8% 4.1% 4.1% 3.3% 4.4% 5.9% 4.2% 3.8% 2.9% 3.7% 4.7% 42.7% ▲2.0% ▲3.0% ▲0.4% ▲0.3% 0.0% ▲1.0% 1.3% 0.0% 0.9% 0.6% 0.4% 1.3% ▲2.0% 大阪

兵庫 1.4% 0.7% 5.2% 4.7% 3.8% 5.1% 5.7% 5.5% 4.1% 3.4% 4.1% 5.3% 49.1% ▲1.7% ▲4.0% ▲0.2% ▲0.4% 0.2% 0.8% 1.0% 0.2% 0.7% 0.2% 0.5% 1.2% ▲1.4% 兵庫

奈良 2.6% 1.3% 3.0% 3.5% 3.0% 4.2% 5.3% 4.5% 4.8% 5.2% 7.3% 5.4% 50.1% ▲0.4% ▲1.8% ▲1.4% ▲1.6% ▲1.4% 0.8% ▲0.1% ▲0.7% 1.6% 2.5% 1.2% 1.8% 0.6% 奈良

和歌山 2.1% 1.6% 3.5% 5.4% 4.2% 5.7% 5.7% 4.4% 3.6% 3.6% 5.4% 4.6% 49.7% ▲1.1% ▲2.3% ▲0.6% 1.4% 0.5% ▲1.0% 1.3% 0.4% 0.5% 0.7% 0.5% 0.4% 0.6% 和歌山
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＜特定健診等の実施率＞

参考⑤

支部名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 支部名

鳥取 3.4% 2.5% 4.4% 4.5% 3.5% 5.0% 5.5% 4.1% 4.0% 4.6% 5.1% 3.5% 50.0% ▲0.2% ▲0.8% 0.4% ▲1.0% ▲0.1% 0.1% 0.3% ▲0.2% 0.7% ▲1.5% 0.0% ▲0.5% ▲3.0% 鳥取

島根 3.8% 3.4% 5.3% 6.3% 5.3% 6.7% 6.6% 5.5% 5.3% 5.2% 4.4% 6.7% 64.6% ▲0.4% ▲1.8% 1.1% ▲0.4% 0.3% 0.7% 0.0% ▲0.0% ▲0.5% ▲1.2% ▲0.9% 2.6% ▲0.6% 島根

岡山 2.4% 3.2% 4.5% 5.2% 4.5% 6.3% 6.0% 5.7% 5.0% 4.3% 4.5% 4.3% 56.0% ▲0.7% ▲1.0% ▲0.6% ▲0.2% ▲0.2% 0.0% 1.2% 0.3% ▲0.3% ▲0.1% ▲0.1% 1.5% ▲0.1% 岡山

広島 2.0% 2.2% 4.9% 4.3% 3.9% 5.2% 7.4% 4.8% 4.2% 3.9% 4.7% 5.6% 53.3% ▲1.6% ▲2.4% ▲0.5% ▲0.4% 0.3% ▲0.8% 2.1% ▲0.3% 0.6% 0.2% 0.3% 1.4% ▲1.2% 広島

山口 2.9% 2.6% 4.5% 4.7% 5.4% 5.5% 6.0% 4.3% 5.1% 3.6% 4.9% 3.9% 53.4% ▲0.7% ▲1.2% ▲0.9% ▲0.3% 1.3% 0.7% 0.9% ▲0.3% 2.1% ▲0.0% 0.1% 0.8% 2.3% 山口

徳島 2.5% 2.9% 5.1% 4.7% 3.9% 4.4% 5.4% 5.8% 5.3% 4.3% 4.9% 6.1% 55.3% ▲0.3% ▲2.8% ▲0.3% ▲0.4% 0.5% 0.9% 0.7% 0.2% 1.0% ▲0.0% 0.0% 1.5% 1.1% 徳島

香川 2.3% 2.9% 3.7% 4.9% 3.4% 5.0% 6.3% 5.2% 4.8% 4.2% 4.5% 4.2% 51.4% ▲0.9% ▲1.2% ▲0.3% 0.1% ▲0.4% 0.4% 0.9% 0.5% 0.5% 0.1% ▲0.1% ▲0.2% ▲0.6% 香川

愛媛 2.1% 2.1% 4.5% 4.9% 5.6% 5.1% 8.0% 6.4% 4.2% 3.9% 4.5% 5.4% 56.7% ▲0.9% ▲1.7% ▲0.5% ▲1.0% 0.7% ▲1.0% 1.6% 1.4% 0.3% 0.0% ▲0.5% 0.7% ▲1.0% 愛媛

高知 2.5% 3.0% 5.0% 5.3% 4.6% 6.2% 6.9% 5.5% 5.2% 4.3% 4.7% 7.7% 60.8% ▲1.3% ▲1.4% 0.1% 0.1% ▲0.6% 1.0% 0.9% 0.5% 0.3% ▲0.6% ▲0.4% 1.1% ▲0.1% 高知

福岡 0.9% 0.7% 4.1% 4.5% 4.0% 5.4% 6.2% 5.5% 4.2% 4.1% 4.9% 5.7% 50.2% ▲1.4% ▲2.9% ▲0.7% ▲0.3% 0.2% 0.1% 0.6% 0.3% 0.6% 0.5% 0.5% 1.8% ▲0.8% 福岡

佐賀 2.5% 2.1% 4.6% 4.8% 3.9% 5.2% 5.9% 4.8% 4.4% 3.5% 3.6% 4.1% 49.3% ▲1.2% ▲2.3% ▲0.9% 0.0% 0.4% 0.4% 0.6% 0.1% 0.7% 0.3% ▲0.6% ▲1.3% ▲3.7% 佐賀

長崎 2.4% 2.8% 4.7% 4.5% 3.8% 5.2% 6.5% 5.1% 4.1% 4.0% 6.0% 4.9% 54.0% ▲0.4% ▲1.6% 0.0% ▲0.9% ▲0.0% ▲0.3% 1.5% ▲0.1% 0.4% 0.7% 1.1% ▲1.4% ▲0.9% 長崎

熊本 2.7% 2.2% 4.9% 4.9% 4.1% 5.1% 8.3% 4.8% 4.5% 4.2% 6.1% 6.1% 57.9% ▲0.5% ▲1.6% 0.1% ▲0.4% ▲0.3% ▲2.6% 3.2% 0.1% 0.4% 0.1% 1.3% ▲0.1% ▲0.3% 熊本

大分 2.0% 2.9% 5.0% 5.6% 4.8% 6.0% 6.8% 6.0% 4.6% 4.4% 5.2% 7.7% 61.1% ▲0.7% ▲2.3% ▲2.1% ▲1.9% ▲0.5% 0.4% 1.0% 0.2% 0.7% 1.2% 0.3% 1.7% ▲2.0% 大分

宮崎 2.8% 2.7% 4.4% 5.3% 4.0% 4.6% 5.8% 4.7% 4.7% 3.4% 4.5% 5.3% 52.2% ▲0.2% ▲1.0% ▲0.3% 0.3% ▲0.4% 0.1% 1.0% ▲0.1% 0.9% ▲0.6% 0.4% 0.4% 0.5% 宮崎

鹿児島 2.8% 2.1% 5.6% 3.9% 3.5% 4.4% 5.3% 4.6% 3.3% 2.9% 4.3% 6.5% 49.2% ▲1.0% ▲1.2% ▲0.1% ▲0.7% ▲0.5% ▲0.0% 0.5% 0.2% 0.7% 0.2% 0.8% 0.0% ▲1.1% 鹿児島

沖縄 1.8% 2.0% 4.8% 5.3% 3.8% 5.1% 6.6% 5.9% 5.2% 5.0% 5.5% 5.0% 55.8% ▲1.6% ▲2.5% ▲1.0% 0.5% ▲0.3% 0.3% 1.4% 0.8% 0.8% 0.6% ▲0.1% 1.2% 0.0% 沖縄

全支部 1.8% 1.6% 4.3% 4.7% 4.0% 5.3% 6.6% 5.2% 4.5% 3.7% 4.5% 4.7% 50.9% ▲1.4% ▲2.6% ▲0.7% ▲0.3% ▲0.1% ▲0.3% 1.3% 0.3% 0.7% 0.3% 0.3% 1.1% ▲1.4% 全支部
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＜特定保健指導の実施者数（初回面談）＞

参考⑥

支部名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 支部名

北海道 440 45 966 1,272 1,030 1,146 1,401 1,199 805 891 1,165 1,298 11,658 ▲56.9% ▲95.3% ▲11.1% 8.9% 15.3% ▲6.9% 5.4% ▲3.6% ▲11.1% ▲19.9% ▲10.2% 125.7% ▲9.1% 北海道

青森 171 182 672 723 607 721 691 598 608 432 441 486 6,332 ▲65.2% ▲62.2% 16.7% 18.3% 36.1% 15.7% 9.5% ▲0.7% 6.5% ▲17.4% ▲13.9% 257.4% 2.1% 青森

岩手 32 26 90 454 543 458 470 439 416 491 581 496 4,496 ▲91.7% ▲93.8% ▲80.8% ▲17.9% 29.0% 1.3% ▲4.1% ▲13.4% ▲17.3% 4.5% 9.6% 35.5% ▲19.2% 岩手

宮城 228 248 809 1,059 1,063 1,305 1,519 1,256 1,131 1,226 1,179 1,328 12,351 ▲80.2% ▲75.8% ▲36.4% ▲20.6% ▲12.1% 1.1% ▲1.7% ▲11.7% ▲11.9% ▲11.4% ▲7.8% 4.3% ▲20.2% 宮城

秋田 42 79 384 640 517 721 720 723 618 659 633 804 6,540 ▲91.4% ▲80.4% ▲34.7% ▲2.7% 26.7% 54.1% 22.2% 12.1% 27.2% 10.9% 6.0% 183.1% 5.3% 秋田

山形 168 208 439 725 604 836 1,021 874 826 786 902 809 8,198 ▲74.8% ▲71.9% ▲38.8% ▲5.1% ▲6.6% 6.4% 5.5% ▲7.7% ▲2.4% ▲6.2% ▲0.3% 20.4% ▲13.7% 山形

福島 166 162 849 1,424 1,034 1,269 1,270 1,078 989 857 917 878 10,893 ▲83.9% ▲86.8% ▲26.2% 34.1% 6.5% 17.1% 17.7% 2.7% ▲0.1% ▲25.8% ▲21.2% 33.6% ▲13.7% 福島

茨城 70 65 721 1,050 641 581 691 540 583 463 514 678 6,597 ▲89.0% ▲91.7% ▲25.1% 24.3% 0.9% ▲34.1% ▲0.7% ▲26.1% ▲17.8% ▲23.0% 0.2% 126.8% ▲20.5% 茨城

栃木 246 141 639 1,018 747 799 1,108 890 984 605 588 872 8,637 ▲66.1% ▲84.2% ▲32.9% 36.1% ▲13.7% 5.5% 38.2% 10.7% 48.2% ▲15.7% ▲9.3% 42.5% ▲6.0% 栃木

群馬 77 43 181 329 349 474 547 483 365 297 426 477 4,048 ▲78.7% ▲89.6% ▲62.3% ▲39.0% ▲24.3% ▲5.0% 3.4% 0.6% ▲21.7% ▲40.2% ▲21.0% 40.3% ▲27.8% 群馬

埼玉 47 25 169 414 436 488 819 667 614 526 547 1,192 5,944 ▲91.8% ▲95.8% ▲72.8% ▲36.3% ▲5.8% ▲26.1% ▲15.1% ▲16.1% 8.5% ▲17.6% ▲28.0% 139.4% ▲23.7% 埼玉

千葉 159 17 375 750 791 780 749 618 657 641 709 841 7,087 ▲71.0% ▲97.3% ▲48.8% ▲9.3% 10.9% 31.1% 7.8% ▲14.8% 1.1% ▲2.6% 14.2% 112.9% ▲9.1% 千葉

東京 429 305 1,612 2,591 2,411 2,859 3,426 2,854 2,805 2,102 2,265 3,194 26,853 ▲70.3% ▲83.3% ▲34.3% 7.1% 3.3% 9.3% 11.3% 4.8% 8.6% ▲3.8% 2.6% 61.5% ▲3.6% 東京

神奈川 103 131 632 1,148 675 867 1,253 903 951 990 830 923 9,406 ▲84.0% ▲78.3% ▲16.8% 40.9% 5.5% 7.3% 36.9% ▲7.9% ▲9.7% 19.9% ▲14.0% 148.8% 0.3% 神奈川

新潟 331 205 754 1,076 818 1,205 1,284 1,016 1,074 707 900 954 10,324 ▲60.3% ▲74.7% ▲12.7% 0.6% 16.9% 21.5% 31.8% ▲1.3% 30.8% ▲16.2% 3.0% 200.0% 1.9% 新潟

富山 207 118 634 758 725 1,032 1,189 1,126 1,044 937 1,184 1,072 10,026 ▲72.5% ▲81.3% ▲15.4% ▲11.4% ▲3.1% 9.8% 15.4% 6.8% 19.6% ▲3.1% 0.3% 45.9% ▲4.7% 富山

石川 63 9 583 719 516 608 531 474 534 519 653 619 5,828 ▲88.6% ▲97.9% ▲2.8% 34.9% ▲5.1% ▲6.3% ▲28.7% ▲32.7% 4.7% 7.7% 42.9% 282.1% ▲8.5% 石川

福井 7 5 182 539 408 341 489 452 297 244 334 404 3,702 ▲97.7% ▲97.7% ▲32.1% 58.5% 36.5% ▲2.3% 20.1% 26.6% ▲6.3% ▲24.5% 19.3% 94.2% 1.1% 福井

山梨 42 21 251 401 278 441 429 318 311 326 467 524 3,809 ▲86.0% ▲91.6% ▲25.3% 31.5% 1.5% 21.5% 13.8% ▲20.9% ▲10.4% ▲9.9% 22.9% 187.9% ▲1.7% 山梨

長野 290 126 909 1,274 754 1,016 1,018 1,022 1,004 785 1,197 1,473 10,868 ▲67.6% ▲87.5% ▲13.3% 41.4% 10.2% 21.7% 28.1% 37.6% 34.4% ▲14.0% 20.5% 197.0% 8.0% 長野

岐阜 236 116 651 1,111 1,067 1,440 1,147 1,072 1,171 1,127 1,021 1,038 11,197 ▲57.4% ▲84.3% ▲45.8% ▲12.9% 6.2% 28.7% ▲4.1% ▲1.6% 3.5% 23.7% ▲12.1% 19.7% ▲8.6% 岐阜

静岡 339 305 990 1,544 1,182 1,340 1,393 1,043 896 680 1,184 1,134 12,030 ▲43.5% ▲66.7% ▲11.4% 25.6% 49.1% 43.5% 38.9% ▲0.9% ▲8.6% ▲16.2% 0.1% 66.5% 6.5% 静岡

愛知 343 337 1,441 1,935 1,675 2,048 2,063 1,854 1,750 1,564 1,773 1,748 18,531 ▲73.6% ▲76.7% ▲13.3% 8.8% 2.9% 23.1% 17.0% 7.2% 7.4% 13.3% 1.7% 17.5% ▲3.6% 愛知

三重 162 104 356 530 422 376 711 575 622 496 568 686 5,608 ▲56.8% ▲73.8% ▲39.4% ▲10.6% ▲37.0% ▲39.1% 15.6% 8.1% 13.7% ▲4.8% ▲18.0% 119.9% ▲13.2% 三重

滋賀 108 25 226 463 440 442 520 432 377 321 474 437 4,265 ▲74.9% ▲93.4% ▲48.3% 23.8% 13.4% 11.1% 20.4% ▲1.4% ▲1.0% 9.6% 4.4% 11.8% ▲11.1% 滋賀

京都 120 38 510 527 577 727 680 768 765 731 886 1,074 7,403 ▲79.5% ▲94.7% ▲42.5% ▲27.4% 11.0% 4.9% ▲26.1% ▲12.2% ▲2.3% ▲4.2% 7.4% 196.7% ▲14.4% 京都

大阪 430 223 1,011 2,310 2,134 2,436 2,820 2,596 2,484 2,525 2,109 2,688 23,766 ▲74.7% ▲89.5% ▲53.8% ▲5.9% ▲8.2% 7.4% 5.0% ▲20.9% ▲14.0% 0.6% ▲14.5% 31.9% ▲17.8% 大阪

兵庫 178 63 748 1,397 1,450 1,456 1,811 1,696 1,319 1,434 1,384 1,432 14,368 ▲85.2% ▲94.4% ▲46.8% ▲1.3% 21.6% 13.2% 27.5% 7.6% 1.7% 20.0% 9.0% 322.4% ▲2.4% 兵庫

奈良 58 10 264 389 325 305 386 387 301 336 455 422 3,638 ▲81.2% ▲97.3% ▲39.4% 15.8% ▲27.5% ▲24.3% 5.5% 2.9% 16.7% 18.7% 4.1% 22.0% ▲16.8% 奈良

和歌山 34 10 145 327 282 397 339 303 245 345 306 281 3,014 ▲90.1% ▲96.4% ▲54.7% 13.5% 1.4% 21.8% ▲12.2% 2.7% ▲9.3% 17.7% ▲23.5% 68.3% ▲17.3% 和歌山

令和２年度 前年同月差
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＜特定保健指導の実施者数（初回面談）＞

参考⑦

支部名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 支部名

鳥取 68 51 189 305 249 268 369 203 298 244 280 404 2,928 ▲69.6% ▲81.4% ▲18.5% 45.2% 57.6% 64.4% 89.2% ▲19.1% 5.7% 6.6% 8.1% 61.0% 7.3% 鳥取

島根 199 112 225 473 323 617 515 506 412 380 347 367 4,476 ▲52.2% ▲73.8% ▲54.0% ▲15.4% ▲34.9% 38.3% 8.9% ▲1.9% ▲19.8% ▲13.8% ▲24.9% 1.1% ▲20.1% 島根

岡山 310 345 1,063 1,576 1,409 1,712 1,608 1,544 1,515 1,328 1,468 1,624 15,502 ▲70.3% ▲66.7% ▲10.7% 15.7% 10.0% 27.5% 8.7% 17.3% 32.9% 5.1% 15.0% 151.8% 7.8% 岡山

広島 336 237 1,050 1,506 1,068 1,416 1,377 1,207 1,033 921 1,079 1,276 12,506 ▲67.1% ▲81.3% ▲18.4% 24.1% 10.4% 10.5% 10.5% 8.6% 16.2% ▲12.0% ▲11.2% 132.8% ▲4.5% 広島

山口 100 26 321 653 416 531 509 468 521 495 563 672 5,275 ▲73.4% ▲93.4% ▲32.3% 42.0% 14.3% 4.5% 8.3% ▲5.6% 12.8% 6.7% ▲11.8% 208.3% ▲0.9% 山口

徳島 56 83 255 509 515 513 497 394 320 421 374 464 4,401 ▲85.1% ▲81.5% ▲47.2% ▲13.4% 23.5% 33.6% 39.6% 19.0% ▲15.3% 9.9% 3.6% 229.1% ▲5.3% 徳島

香川 193 125 503 607 595 681 761 684 782 741 702 745 7,119 ▲67.1% ▲77.0% ▲25.8% 3.8% 11.6% 10.2% 0.1% ▲1.0% 10.5% ▲2.2% ▲12.1% 50.8% ▲8.2% 香川

愛媛 153 124 403 834 733 784 876 676 781 709 545 627 7,245 ▲68.4% ▲80.7% ▲47.5% 5.4% ▲6.6% ▲2.2% ▲8.3% ▲10.3% 37.7% 47.1% ▲7.0% 154.9% ▲7.8% 愛媛

高知 46 28 289 420 330 397 410 330 251 141 256 352 3,250 ▲87.1% ▲91.9% ▲4.0% 24.6% 21.8% 22.2% 13.6% 2.2% ▲16.6% ▲62.2% ▲29.5% 345.6% ▲13.0% 高知

福岡 543 496 1,458 1,655 1,477 1,763 2,076 1,903 1,695 1,642 1,495 2,082 18,285 ▲73.3% ▲76.0% ▲33.9% ▲39.5% ▲23.2% ▲20.6% ▲6.8% ▲20.6% ▲20.3% ▲32.1% ▲33.4% 19.9% ▲30.6% 福岡

佐賀 82 37 201 412 276 288 453 295 248 241 209 413 3,155 ▲75.8% ▲88.3% ▲45.1% 17.0% 32.1% ▲17.5% 9.7% ▲32.3% ▲12.7% ▲34.0% ▲58.7% 71.4% ▲24.4% 佐賀

長崎 220 151 742 982 701 829 770 771 802 598 655 988 8,209 ▲59.0% ▲77.0% 2.1% 13.8% 18.4% 27.1% ▲0.3% ▲12.4% ▲5.5% ▲27.0% ▲11.4% 198.5% ▲2.5% 長崎

熊本 631 444 1,313 1,215 979 1,149 1,363 1,188 996 1,045 1,166 1,316 12,805 ▲32.0% ▲57.9% 11.4% ▲6.5% ▲6.2% 5.9% 0.5% ▲5.4% 6.0% 6.4% 10.0% 101.2% ▲0.3% 熊本

大分 105 137 536 714 698 799 986 763 752 727 810 978 8,005 ▲80.3% ▲77.2% ▲34.2% ▲4.9% 14.8% 32.1% ▲0.5% ▲2.2% ▲0.1% 5.8% 6.3% 155.4% ▲3.2% 大分

宮崎 25 34 226 501 185 557 669 752 576 162 356 694 4,737 ▲95.1% ▲94.7% ▲67.0% ▲22.4% ▲66.5% ▲12.4% 14.6% 34.5% ▲1.0% ▲66.0% ▲33.7% 1234.6% ▲26.6% 宮崎

鹿児島 94 98 459 437 513 522 591 466 447 363 480 562 5,032 ▲82.3% ▲79.1% ▲18.2% ▲20.4% 36.8% 14.2% 15.0% ▲7.5% 8.2% ▲14.4% ▲7.7% 360.7% ▲7.5% 鹿児島

沖縄 284 302 1,000 1,421 599 1,039 1,340 1,100 999 1,075 1,137 1,236 11,532 ▲64.5% ▲71.5% ▲19.6% 23.9% ▲37.1% 1.7% 18.2% ▲4.8% 5.8% 13.6% ▲1.4% 80.7% ▲5.8% 沖縄

全支部 8,771 6,222 28,426 43,117 35,567 42,779 47,665 41,506 38,974 35,276 38,514 45,062 411,879 ▲72.8% ▲82.3% ▲30.0% 2.9% 1.2% 8.3% 9.0% ▲3.4% 2.1% ▲6.2% ▲5.7% 82.2% ▲9.0% 全支部

令和２年度 前年同月差
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＜医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率＞

参考⑧

支部名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 支部名

北海道 - - 8.2% 7.6% 8.4% 7.3% 6.7% 6.3% 9.9% 8.1% - - ▲0.4% ▲2.0% ▲1.0% ▲1.4% ▲5.4% ▲5.7% ▲0.0% ▲2.3% 北海道

青森 - - 8.5% 9.9% 8.2% 7.3% 8.8% 9.7% 10.3% 9.1% - - ▲3.4% 0.8% 0.8% ▲1.6% ▲0.9% ▲5.1% ▲2.6% ▲2.2% 青森

岩手 - - 10.5% 8.5% 7.5% 5.4% 8.8% 9.9% 7.1% 8.9% - - 0.8% 0.3% ▲6.3% ▲8.6% ▲4.1% ▲2.6% ▲1.8% ▲2.3% 岩手

宮城 - - 7.6% 11.1% 13.3% 10.7% 13.7% 10.9% 12.7% 10.5% - - ▲1.9% 2.1% 5.3% 1.9% 1.9% ▲1.0% 1.1% 0.1% 宮城

秋田 - - 6.5% 10.5% 10.2% 10.5% 7.4% 6.4% 12.9% 8.9% - - ▲1.2% 3.4% 0.8% 6.2% ▲7.3% ▲5.6% ▲0.5% ▲1.6% 秋田

山形 - - 10.2% 14.1% 13.7% 8.8% 8.2% 9.1% 13.2% 11.2% - - ▲3.7% 4.7% 4.4% 0.6% ▲4.5% ▲5.4% 2.0% ▲0.7% 山形

福島 - - 9.9% 10.6% 11.6% 11.1% 11.6% 9.0% 10.4% 10.5% - - ▲1.3% 1.2% 1.8% ▲1.5% 0.9% ▲2.9% 0.6% ▲0.3% 福島

茨城 - - 9.4% 12.6% 11.4% 13.8% 13.1% 11.7% 13.7% 11.8% - - ▲3.5% 1.6% ▲0.4% 4.1% 1.1% ▲0.0% 1.5% 0.1% 茨城

栃木 - - 9.6% 11.9% 9.8% 10.8% 9.4% 11.8% 10.2% 10.4% - - ▲2.7% 3.1% 1.3% 0.7% ▲1.8% 0.6% 0.4% 0.1% 栃木

群馬 - - 7.9% 7.5% 9.6% 9.1% 14.0% 14.9% 10.5% 9.2% - - ▲3.9% ▲7.1% 2.7% 0.3% ▲0.1% 2.5% 0.3% ▲1.7% 群馬

埼玉 - - 6.5% 9.3% 8.3% 10.0% 9.6% 9.3% 9.7% 8.3% - - ▲2.1% ▲2.0% ▲1.2% 1.6% ▲1.4% ▲1.6% ▲1.3% ▲2.0% 埼玉

千葉 - - 8.8% 9.0% 7.9% 9.6% 13.6% 11.3% 10.8% 9.3% - - ▲0.4% ▲3.6% ▲1.3% 0.2% 0.1% ▲0.3% ▲1.2% ▲1.8% 千葉

東京 - - 8.0% 8.8% 9.4% 8.4% 10.5% 8.4% 9.6% 8.7% - - ▲0.9% ▲0.5% 0.2% ▲1.5% ▲0.7% ▲3.2% ▲0.8% ▲1.4% 東京

神奈川 - - 8.9% 9.5% 10.1% 8.3% 10.5% 7.9% 8.7% 9.1% - - ▲1.8% ▲1.6% 1.7% ▲1.2% ▲1.5% ▲1.5% ▲4.0% ▲1.5% 神奈川

新潟 - - 10.7% 12.1% 12.6% 9.7% 12.2% 10.2% 14.5% 11.7% - - 1.3% 4.0% 2.3% 2.5% 0.5% ▲1.8% 2.9% 1.1% 新潟

富山 - - 13.5% 16.5% 16.4% 18.9% 19.9% 16.7% 17.6% 16.4% - - ▲5.5% 1.9% 5.1% 4.7% 2.7% 1.7% 3.0% 1.4% 富山

石川 - - 10.7% 9.4% 11.7% 19.4% 19.3% 11.9% 17.1% 12.6% - - ▲1.8% ▲2.5% 1.8% 8.5% 4.7% ▲1.4% 7.3% 0.9% 石川

福井 - - 13.3% 13.3% 13.3% 14.2% 10.9% 12.9% 14.0% 13.4% - - ▲8.5% 2.4% ▲1.4% ▲3.6% ▲7.5% ▲6.9% ▲1.8% ▲3.7% 福井

山梨 - - 6.7% 7.4% 9.1% 9.8% 13.2% 10.6% 14.0% 9.3% - - ▲1.9% 0.8% 1.5% ▲0.7% 1.7% 0.9% 2.3% ▲0.3% 山梨

長野 - - 7.6% 8.2% 6.4% 10.6% 12.8% 9.1% 12.5% 9.3% - - ▲3.6% ▲1.4% ▲0.2% ▲0.7% 0.8% ▲0.8% 0.8% ▲1.2% 長野

岐阜 - - 7.8% 7.9% 8.1% 8.3% 6.9% 6.7% 9.0% 8.0% - - ▲1.0% ▲0.3% ▲3.5% 1.8% ▲4.8% ▲2.1% ▲0.7% ▲1.5% 岐阜

静岡 - - 8.5% 10.3% 9.4% 7.3% 9.8% 7.9% 11.5% 9.3% - - ▲2.6% 2.4% 0.3% ▲4.0% ▲4.9% ▲3.8% 1.1% ▲1.6% 静岡

愛知 - - 9.0% 8.4% 10.0% 9.4% 11.0% 10.0% 11.5% 9.6% - - ▲1.7% ▲1.1% 0.2% ▲0.4% ▲0.6% ▲0.6% 1.2% ▲0.7% 愛知

三重 - - 8.5% 9.8% 8.0% 10.3% 12.4% 11.2% 9.2% 9.6% - - ▲2.8% ▲2.4% ▲4.5% 0.4% ▲0.2% ▲2.8% ▲7.3% ▲3.5% 三重

滋賀 - - 7.6% 14.7% 12.0% 9.8% 10.8% 9.6% 8.8% 10.6% - - ▲2.5% 3.8% 3.8% ▲4.6% ▲1.9% ▲2.3% 0.3% ▲0.4% 滋賀

京都 - - 8.7% 8.6% 7.2% 9.8% 7.8% 10.9% 8.2% 8.5% - - ▲0.5% ▲0.5% ▲3.8% ▲0.9% ▲4.6% 0.0% ▲1.2% ▲1.9% 京都

大阪 - - 9.9% 10.4% 10.5% 10.9% 12.8% 10.5% 9.1% 10.2% - - ▲1.3% 1.5% ▲0.2% 0.6% 0.1% ▲1.8% ▲2.2% ▲1.0% 大阪

兵庫 - - 8.1% 9.6% 12.8% 8.9% 12.3% 13.1% 12.0% 10.1% - - ▲3.4% ▲0.8% 2.9% ▲1.3% 0.1% 2.0% 2.6% ▲0.5% 兵庫

奈良 - - 9.6% 14.4% 8.1% 12.1% 7.2% 7.4% 16.6% 11.1% - - ▲0.2% 4.0% ▲3.0% ▲1.3% ▲7.9% ▲2.9% 8.3% ▲0.1% 奈良

和歌山 - - 11.3% 9.9% 12.3% 10.1% 11.0% 15.7% 10.4% 11.2% - - ▲1.3% 1.5% 6.6% ▲1.7% ▲5.4% ▲3.2% ▲0.6% ▲1.2% 和歌山

令和２年度 前年同月差

(注) 新型コロナウイルス感染症の拡大による医療機関の体制のひっ迫の懸念から、緊急事態宣言（1回目）期間中の2020年4月分と2020年5月
分の一次勧奨文書の発送を延期し、2020年６月以降に順次発送
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＜医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率＞

参考⑨

支部名 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 支部名

鳥取 - - 7.6% 8.6% 10.1% 8.8% 10.9% 12.9% 8.9% 9.2% - - ▲4.1% ▲0.2% ▲2.3% 0.8% ▲2.7% 1.5% ▲4.6% ▲2.4% 鳥取

島根 - - 9.3% 10.2% 5.2% 9.7% 10.5% 5.2% 6.5% 8.6% - - 0.4% ▲1.7% ▲5.7% ▲1.9% ▲0.7% ▲5.2% ▲3.2% ▲2.1% 島根

岡山 - - 8.2% 7.7% 9.3% 8.3% 6.9% 7.2% 9.2% 8.1% - - ▲3.6% ▲1.4% ▲2.5% ▲3.4% ▲6.5% ▲7.6% ▲1.6% ▲3.8% 岡山

広島 - - 6.6% 8.7% 9.4% 8.7% 8.1% 7.4% 9.4% 8.2% - - ▲3.5% ▲2.0% ▲0.9% ▲2.2% ▲6.6% ▲4.8% ▲3.1% ▲3.6% 広島

山口 - - 7.4% 8.6% 11.5% 10.2% 9.2% 7.6% 8.7% 8.6% - - ▲2.9% ▲0.9% 4.1% 1.1% ▲4.1% ▲3.9% ▲1.3% ▲1.8% 山口

徳島 - - 8.2% 8.9% 12.4% 10.4% 7.9% 10.5% 15.0% 10.1% - - ▲2.6% 1.4% 6.4% ▲0.5% ▲1.2% ▲4.7% 2.3% ▲0.6% 徳島

香川 - - 7.4% 7.9% 8.7% 9.2% 5.8% 7.9% 13.4% 8.5% - - ▲5.8% ▲0.9% ▲0.3% ▲4.7% ▲10.7% ▲5.5% ▲1.5% ▲4.2% 香川

愛媛 - - 7.7% 8.4% 9.4% 6.6% 10.6% 6.0% 9.6% 8.3% - - ▲1.6% ▲1.0% ▲0.7% ▲4.7% ▲5.7% ▲5.2% ▲1.2% ▲2.9% 愛媛

高知 - - 8.7% 8.8% 10.5% 9.2% 7.1% 8.3% 8.6% 8.9% - - ▲1.8% 2.7% 3.0% 2.3% ▲5.9% ▲3.3% ▲0.3% ▲0.2% 高知

福岡 - - 10.6% 11.9% 11.9% 13.0% 8.8% 12.8% 14.0% 11.9% - - ▲1.8% ▲0.9% ▲0.7% 1.0% ▲7.6% ▲0.4% ▲0.8% ▲1.6% 福岡

佐賀 - - 7.9% 7.8% 6.8% 3.4% 8.5% 8.8% 9.6% 7.8% - - ▲7.1% ▲5.4% ▲3.5% ▲7.4% ▲11.4% ▲4.9% ▲4.5% ▲6.5% 佐賀

長崎 - - 9.3% 10.4% 6.9% 11.3% 8.0% 10.5% 9.6% 9.5% - - 0.5% ▲1.9% ▲3.8% ▲0.1% ▲5.9% 0.6% 2.3% ▲0.9% 長崎

熊本 - - 9.3% 12.3% 10.5% 11.5% 15.2% 7.9% 8.6% 10.6% - - ▲1.1% 4.1% 1.9% 0.0% 2.8% ▲6.2% ▲3.1% ▲0.3% 熊本

大分 - - 7.9% 8.6% 7.7% 10.1% 10.5% 7.0% 7.2% 8.2% - - ▲0.5% 0.9% ▲0.7% 2.9% 0.4% ▲3.5% ▲2.9% ▲0.7% 大分

宮崎 - - 7.6% 10.6% 9.4% 8.5% 8.7% 8.2% 9.8% 9.0% - - ▲4.3% ▲0.4% ▲3.3% ▲1.1% ▲1.3% ▲7.6% ▲1.3% ▲2.9% 宮崎

鹿児島 - - 7.7% 8.5% 7.4% 6.7% 11.7% 9.3% 9.7% 8.5% - - ▲0.9% ▲1.3% ▲2.9% ▲4.8% ▲2.0% 1.0% ▲1.8% ▲2.2% 鹿児島

沖縄 - - 9.9% 9.4% 8.3% 12.4% 6.7% 10.7% 8.3% 9.5% - - 0.8% ▲1.1% ▲1.7% 2.2% ▲3.1% ▲2.6% ▲4.1% ▲1.5% 沖縄

全支部 - - 8.7% 9.7% 9.9% 9.8% 10.4% 9.5% 10.7% 9.6% - - ▲1.8% ▲0.3% 0.1% ▲0.4% ▲2.3% ▲2.5% ▲0.5% ▲1.4% 全支部

令和２年度 前年同月差

(注) 新型コロナウイルス感染症の拡大による医療機関の体制のひっ迫の懸念から、緊急事態宣言（1回目）期間中の2020年4月分と2020年5月
分の一次勧奨文書の発送を延期し、2020年６月以降に順次発送
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＜健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）＞

第45条の2 協会は、厚生労働省令で定めるところにより、一の事業年度の翌事業年度における、第一号に掲げる額を予定保険料納付率（一の事業年

度の3月分から当該一の事業年度の翌事業年度の2月分までの保険料（任意継続被保険者に係る保険料にあっては、当該翌事業年度の4月分から3月分

までの保険料）として徴収すべき額の見込額に占める当該翌事業年度において納付が見込まれる保険料の額の総額の割合として厚生労働省令で定めるとこ

ろにより算定される率をいう。次条において同じ。）で除して得た額を第2号に掲げる額で除することにより、当該一の事業年度の3月から用いる都道府県単位

保険料率（法第160条第2項に規定する都道府県単位保険料率をいう。次条及び第45条の4第4項第1号において同じ。）を算定するものとする。

一 次のイからハまでに掲げる額を合算した額からニに掲げる額を控除した額

イ （略）

ロ 法第160条第3項第2号に掲げる額から当該支部被保険者に係る同号に規定する保険給付に要する費用のうち法の規

定により支払うべき一部負担金に相当する額の見込額を控除した額と一の事業年度の前々事業年度の3月から当該一

の事業年度の前事業年度の2月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被保険者を除く。）の総報酬額（標準報酬月

額及び標準賞与額の合計額をいう。以下この条及び次条において同じ。）の総額及び当該一の事業年度の前事業年度

の4月から3月までの各月の当該支部被保険者（任意継続被保険者に限る。）の総報酬額の総額の合算額に1,000分の0.1

を乗じて得た額とを合算して得た額

ハ （略）

ニ 一の事業年度において取り崩すことが見込まれる準備金の額その他健康保険事業に要する費用のための収入の見

込額のうち当該支部被保険者を単位とする健康保険の当該一の事業年度の財政においてその収入とみなすべき額と

して協会が定める額並びに高齢者の医療の確保に関する法律第18条第1項に規定する特定健康診査及び同項に規定

する特定保健指導の実施状況その他の当該支部被保険者及びその被扶養者の健康の保持増進並びに医療に要する

費用の適正化に係る当該支部（法第7条の4第1項に規定する支部をいう。）の取組の状況を勘案して厚生労働省令で定

めるところにより算定した報奨金の額

二 （略）

◎附則（平30・3・22政令第59号）

第1条 この政令は、平成31年4月1日から施行する。

第2条 平成32年2月以前に用いられる都道府県単位保険料率（健康保険法第160条第2項に規定する都道府県単位保険料率をいう。次条において

同じ。）の算定については、なお従前の例による。

第3条 平成32年3月から平成33年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第45条の2の規定の適用については、同条第1号ロ中「1,000分

の0.1」とあるのは、「1000分の0.04」とする。

2 平成33年3月から平成34年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第45条の2の規定の適用については、同条第1号ロ中「1,000分

の0.1」とあるのは、「1,000分の0.07」とする。

参考⑩
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＜健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号）＞

第135条の5の2 令第45条の2第1号二の報奨金の額は、支部（法第7条の4第1項に規定する支部をいう。）ごとに第1号に掲げ

る額を第2号に掲げる額で除して得た数に第3号に掲げる額を乗じて得た額とする。

一 イに掲げる数にロに掲げる額を乗じて得た額

イ （1）に掲げる数から（2）に掲げる数を減じて得た数（（2）に掲げる数が（1）に掲げる数を上回る場合にあっては、零）

（1） 当該支部の総得点

（2） 各支部の（1）に規定する総得点の中央値として協会が定める数

ロ 当該支部の支部総報酬額

二 各支部の前号に掲げる額を合算した額

三 各支部の支部総報酬額を合算した額に1,000分の0.1を乗じて得た額

2 前項第一号イ（1）の総得点は、一の事業年度の前事業年度における当該支部に係る次に掲げる数値、当該数値の当該

一の事業年度の前々年度における次に掲げる数値からの改善状況等を勘案して協会が算定した数とする。

一 高齢者医療確保法第18条第1項に規定する特定健康診査その他の健康診査であって協会が定めるもの（第4号において

「特定健康診査等」という。）の実施率

二 高齢者医療確保法第18条第1項に規定する特定保健指導（次号において「特定保健指導」という。）の実施率

三 特定保健指導の対象者の減少率

四 支部被保険者及びその被扶養者のうち協会が特定健康診査等の結果等を勘案して保険医療機関への受診を勧奨した者

の保険医療機関の受診率

五 後発医薬品（保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）第20条第2号ニに規定する後発医薬品

をいう。）の使用割合

◎附則（平30・3・23厚生労働省令第32号）

第1条 この省令は、平成31年4月1日から施行する。

第2条 平成32年2月以前に用いられる都道府県単位保険料率（健康保険法第160条第2項に規定する都道府県単位保険料率

をいう。次条において同じ。）の算定については、なお従前の例による。

第3条 平成32年3月から平成33年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第135条の5の2の規定の適用については、同条第1項第3号中

「1,000分の0.1」とあるのは、「1,000分の0.04」とする。

2 平成33年3月から平成34年2月までの都道府県単位保険料率の算定に関する第135条の5の2の規定の適用については、同条第1項第3号中

「1,000分の0.1」とあるのは、「1,000分の0.07」とする。

参考⑪
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令和４～６年度におけるインセンティブ制度の

見直しに関する検討状況について
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令和２年度以降の加算率のあり方

20

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

現
行
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度

今
回
の
見
直
し
後
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度

新型コロナウイルスの影響？新型コロナウイルスの影響

今回の
インセンティブ
制度の見直し

取組
保険料率反映

加算率？？？％
集計

取組

コロナの影響を踏まえた
令和２年度実績の
評価方法を検討

（R3.11の運営委員会で結論）

保険料率反映
加算率？？？％
※健保法政省令上
は、加算率は0.01％

取組

コロナの影響を踏まえた
令和３年度実績の
評価方法を検討

（R4.11の運営委員会で結論）

保険料率反映
加算率？？？％
※健保法政省令上
は、加算率は0.01％



インセンティブ制度の見直しに関する検討状況について①

○ 現在のインセンティブ制度は、日本再興戦略改定2015（平成27年６月30日閣議決定）や未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）を
踏まえ、平成30年度から本格実施（令和２年度の都道府県単位保険料率から反映）しているが、成長戦略フォローアップ（令和２年７月17日
閣議決定）に基づき、政府より以下の検討を求められている。

○ これを踏まえ、健康保険組合・共済組合の後期高齢者支援金加算・減算制度について議論が行われたことや、運営委員会及び評議会か
ら制度の見直しに関する以下のご意見もいただいていたことから、インセンティブ制度の具体的な見直しに着手。

【運営委員会及び評議会の主な意見】
○ インセンティブ制度は、⑤都道府県単位保険料率の算定の際に、医療給付費に係る部分とダブルカウントとなるのではないか。
○ 大規模支部は、加入者の増加人数が多いことで特定健診や特定保健指導の実施率の伸びが抑えられることから、⑥大規模支部に不利
な仕組みではないか。

○ ⑦インセンティブ分の保険料率0.01％は、インパクトが弱いのではないか。

【健保・共済の後期高齢者支援金加算・減算制度の中間見直しの内容】
○ 健保・共済の後期高齢者支援金加算・減算制度の中間見直しにおいて、特定健診及び特定保健指導の加算対象を拡大するとともに、④
インセンティブが不十分である中間層に効果を及ばせるため、特定保健指導の減算基準を緩和すること等により、減算対象の拡大を図る
こととしている。

１. 背景

【成長戦略フォローアップ（令和２年７月17日閣議決定）に基づく検討事項】
○ 全国健康保険協会における予防・健康事業の取組状況に応じた都道府県支部毎の保険料率のインセンティブ措置について、①成果指
標拡大や②配分基準のメリハリ強化等を検討、2021（令和３）年度中に一定の結論を得る。

○ 各評価指標や配点の見直しにおいては、各医療保険における被保険者の性質を考慮しつつ、③予防・健康づくりの取組がより一層強化
されるよう、徹底したPDCAサイクルを通じ、配点のメリハリを強化するなどの適切な指標の見直しを行う。
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インセンティブ制度の見直しに関する検討状況について②

○ インセンティブ制度の見直しにあたっては、「基本的な考え方」に沿って、具体的な見直し内容を決定することとし、これまで、本部と代表６
支部で「インセンティブ制度の見直しに関する検討会（以下、「検討会」という。）」を２度開催し、その過程で全支部からの意見を聴取し、「基
本的な考え方」を整理した。

○ 具体的には、本部と代表６支部との間で第１回検討会（令和３年５月27日開催）を開催し、そこで出された一定の方向性について、各支部
から意見を聴取し、第２回検討会（令和３年６月23日開催）で「基本的な考え方」を整理した。この内容について、７月に開催された運営委員
会及び評議会においてご説明するとともに、この「基本的な考え方」に沿って、「評価指標」及び「加算減算の効かせ方」について、現行の枠
組みを維持しつつ、以下の①～⑦の視点により見直しを検討している。

【見直し（案）策定にあたっての基本的な考え方 】

① 成果指標を拡大する。

② 配分基準のメリハリ強化を行う。

③ 予防・健康づくりの取組により一層努める。

④ インセンティブが不十分である層（下位層）に効果を及ばせる。

⑤ 医療費適正化により直ちに保険料率に影響を及ぼす取組ではなく、将来的な医療費の適正化に資する評価指標を選定する。

⑥ 加入者数の規模や増減の幅等の支部の特性に配慮する。

⑦ インセンティブ分の保険料率のインパクトを強める。

○ また、現行制度の枠組みのあり方に関する見直しについては、今回の見直し後の制度運営状況、特定健診・特定保健指導の効果に係る
研究成果、今後の政府による保険者インセンティブ制度に対する方針、健保・共済における後期高齢者支援金加算・減算制度の実施状況
等を勘案し、３年後を目途に、改めて検討を行うこととする。

２. 見直し（案）策定にあたっての基本的な考え方
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インセンティブ制度の見直しに関する検討状況について③

３. 具体的な見直し（案）の検討状況

○ 第２回検討会及び第３回検討会（令和３年７月26日開催）において、以下の見直し（案）を提示し議論。

【評価指標の具体的な見直し】

A：「指標１ 特定健診等の実施率」及び「指標２ 特定保健指導の実施率」は、将来的な医療費の適正化に資する取組であり、かつ、法律上明記さ

れた保険者の責務であることを踏まえ、配点を上げる。 〔基本的な考え方⑤〕

B：「指標３ 特定保健指導対象者の減少率」は、成果指標の拡大を図ることを踏まえ、配点を上げる。 〔基本的な考え方①、 ⑤ 〕

C：今後も、安全性の確保を前提に、後発医薬品の使用促進を図っていく必要があるが、「指標５ 後発医薬品の使用割合」は、現在の都道府県

単位保険料率に影響を及ぼす取組であるとともに、協会における後発医薬品の使用割合も着実に上昇してきていること等を踏まえ、その取扱

いを検討する。 〔基本的な考え方⑤〕

D：予防・健康づくりの取組により一層努めるため、評価割合を現行の「実績６伸び率４」から伸び率のウエイトをより高める。〔基本的な考え方③、

⑥〕

E：加入者数の規模や増減の幅等の支部の特性に配慮する観点から、 「指標１ 特定健診等の実施率」及び「指標２ 特定保健指導の実施率」に

ついて、加入者数の規模・増加幅に左右されにくい「実施件数の対前年度上昇率」の評価割合を高くする。〔基本的な考え方⑥ 〕

F：新たな成果指標として、「『健康経営（コラボヘルス）の推進』に関する評価指標」や「特定保健指導実施者における翌年度健診結果の改善率」

などの導入の是非について検討する。〔基本的な考え方①〕

G：「指標４ 医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率」について、現行は、要治療者が健診受診後３か月以内に医療機関を

受診していない場合に受診勧奨通知を送付し、送付後、３か月以内の医療機関への受診率を評価対象としているが、加入者の行動がより実

績に反映できるよう、新たに健診受診後から受診勧奨通知を送付するまでの期間の医療機関受診率も含めて評価する。〔基本的な考え方③〕

【加算減算の効かせ方の具体的な見直し】

H：インセンティブ制度が不十分である下位層に効果を及ばせるため、減算の対象支部の拡大の是非について検討する。〔基本的な考え方②、

④、⑥〕

Ⅰ：仮に減算の対象支部を拡大した場合、上位支部の減算幅が弱まるが、インパクトを強める観点から、財源とするインセンティブ保険料率の引

き上げの是非について検討する。〔基本的な考え方⑦〕
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見直しの全体像

見直し後の評価指標 配点

指標１ 特定健診等の実施率
【評価割合】 実施率：40％ 実施率の対前年度上昇幅：30％

実施件数の対前年度上昇率：30％

70

指標２ 特定保健指導の実施率
【評価割合】 実施率：40％ 実施率の対前年度上昇幅：30％

実施件数の対前年度上昇率：30％

70

指標３ 特定保健指導対象者の減少率
【評価割合】 減少率：100％

80

指標４ 医療機関への受診勧奨基準に該当する要治療者の医療機関受診率【評
価割合】 受診率：40％ 受診率の対前年度上昇幅：60％

50

指標５ 後発医薬品の使用割合
【評価割合】 使用割合：40％ 使用割合の対前年度上昇幅：60％

50

合計 320

現行の評価指標 配点

指標１ 特定健診等の実施率
【評価割合】 実施率：60％ 実施率の対前年度上昇幅：20％

実施件数の対前年度上昇率：20％

50

指標２ 特定保健指導の実施率
【評価割合】 実施率：60％ 実施率の対前年度上昇幅：20％

実施件数の対前年度上昇率：20％

50

指標３ 特定保健指導対象者の減少率
【評価割合】 減少率：100％

50

指標４ 医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率
【評価割合】 受診率：50％ 受診率の対前年度上昇幅：50％

50

指標５ 後発医薬品の使用割合
【評価割合】 使用割合：50％ 使用割合の対前年度上昇幅：50％

50

合計 250

＜現行＞ ＜見直し（案）＞

※上記の青字は見直し前の箇所であり、赤字は見直し後の箇所。

評価指標の見直し

加算減算の効かせ方の見直し

＜現行＞

加算率
平成30年度実績（令和２年度保険料率）：0.004％
令和元年度実績（令和３年度保険料率）：0.00７％
令和２年度実績（令和４年度保険料率）：0.01％※別途議論

減算率
➤ 平成30年度実績（令和２年度保険料率）

1位 佐賀支部 0.040％
➤ 令和元年度実績（令和３年度保険料率）

1位 島根支部 0.065％ Ａ
支
部

Ｂ
支
部

Ｃ
支
部

Ｚ
支
部

Ｘ
支
部 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

減算率
➤ 令和元年度実績で試算

1位 滋賀支部 0.077％

Ａ
支
部

Ｂ
支
部

Ｃ
支
部

Ｚ
支
部

Ｘ
支
部

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上位23支部（半数支部）を減算対象 上位32支部（3分の2支部）を減算対象とするかどうか検討

＜見直し（案） ＞

加算率を引き上げるかどうか検討
令和４年度実績（令和６年度保険料率）：0.015％
令和５年度実績（令和７年度保険料率）：0.02％

※ 評価指標の見直しを反映した場合

インセンティブ制度の見直しに関する検討状況について④

○ 協会のインセンティブ制度は、事業主及び加入者の行動変容を促すことにより、加入者が自ら予防・健康づくりに取り組むことで健康度の向上を

図り、将来の医療費の適正化にも資するよう、保健事業の指標における支部間の実績の均てん化及び全体の底上げを図ることを目的とする。
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○ 第２回検討会及び第３回検討会で議論を行った結果、以下の３つの論点が残された。

＜論点１＞D：予防・健康づくりの取組により一層努めるため、評価割合を現行の「実績６伸び率４」から伸び率のウエイトをより高める。

→ 評価における伸び率のウエイトを高めることについては合意を得ているが、実績６伸び率４のウエイトを、実績５伸び率５、又は実績

４伸び率６のいずれに見直すべきかについて検討中。

＜論点２＞C：「指標５ 後発医薬品の使用割合」は、現在の都道府県単位保険料率に影響を及ぼす取組であるとともに、協会における後発医薬品

の使用割合も着実に上昇してきていること等を踏まえ、その取扱いを検討する。

→ 「指標５ 後発医薬品の使用割合」について、指標から除外すべきかについて検討中。ただし、指標から除外した場合は、ごく一部

の支部に極めて大きい影響が生じることとなる。

＜論点３＞ H：インセンティブ制度が不十分である下位層に効果を及ばせるため、減算の対象支部の拡大の是非について検討する。

I ：仮に減算の対象支部を拡大した場合、上位支部の減算幅が弱まるが、インパクトを強める観点から、財源とするインセンティブ保険

料率の引き上げの是非について検討する。

→ 配分基準のメリハリを強化する観点から、減算対象支部を３分の１または４分の１に縮小する、又は、インセンティブ制度が不十分

である下位層に効果を及ばせるため、減算対象支部を３分の２に拡大する一方でインセンティブ保険料率を引き上げるべきかについ

て検討中。

インセンティブ制度の見直しに関する検討状況について⑤

４. 残された論点
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○ なお、「基本的な考え方」に沿った「見直し（案）」の検討を行ってきたが、残された論点の検討結果に応じ、項目によっては、今回は見直しは行わ

ず、現行制度の枠組みのあり方に関する見直しと併せて改めて検討を行う。

インセンティブ制度の見直しに関する検討状況について⑥

基本的な考え方 具体的な見直し（案）

① 成果指標を拡大する

B：「指標３ 特定保健指導対象者の減少率」は、成果指標の拡大を図ることを踏まえ、配点を上げる。
（※）F：新たな成果指標として、「『健康経営（コラボヘルス）の推進』に関する評価指標」や「特定保健指導実施者における翌年度健診

結果の改善率」などの導入の是非について検討したが、今回は見直しは行わず、現行制度の枠組みのあり方に関する見直しと併せて
改めて検討を行う。

② 配分基準のメリハリ強化を行う
H：インセンティブ制度が不十分である下位層に効果を及ばせるため、減算の対象支部の拡大の是非につい
て検討する（ただし、インセンティブ保険料率の引き上げが必要）。または、減算の対象支部を縮小する。

【論点３】

③ 予防・健康づくりの取組により一層努める

D：予防・健康づくりの取組により一層努めるため、評価割合を現行の「実績６伸び率４」から伸び率のウエイ
トをより高める。【論点１】
G：「指標４ 医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率」について、現行は、要治療者が健

診受診後３か月以内に医療機関を受診していない場合に受診勧奨通知を送付し、送付後、３か月以内の医
療機関への受診率を評価対象としているが、加入者の行動がより実績に反映できるよう、新たに健診受診
後から受診勧奨通知を送付するまでの期間の医療機関受診率も含めて評価する。

④ インセンティブが不十分である層（下位層）に

効果を及ばせる

H：インセンティブ制度が不十分である下位層に効果を及ばせるため、減算の対象支部の拡大の是非につい

て検討する。【論点３】

⑤ 医療費適正化により直ちに保険料率に影響を

及ぼす取組ではなく、将来的な医療費の適正化
に資する評価指標を選定する

A：「指標１ 特定健診等の実施率」及び「指標２ 特定保健指導の実施率」は、将来的な医療費の適正化に資
する取組であり、かつ、法律上明記された保険者の責務であることを踏まえ、配点を上げる。
B：「指標３ 特定保健指導対象者の減少率」は、成果指標の拡大を図ることを踏まえ、配点を上げる。
C：「指標５ 後発医薬品の使用割合」は、現在の都道府県単位保険料率に影響を及ぼす取組であるとともに、
協会における後発医薬品の使用割合も着実に上昇してきていること等を踏まえ、その取扱いを検討する。

【論点２】

⑥ 加入者数の規模や増減の幅等の支部の特性

に配慮する

D：予防・健康づくりの取組により一層努めるため、評価割合を現行の「実績６伸び率４」から伸び率のウエイ
トをより高める。【論点１】
E：加入者数の規模や増減の幅等の支部の特性に配慮する観点から、 「指標１ 特定健診等の実施率」及び
「指標２ 特定保健指導の実施率」について、加入者数の規模・増加幅に左右されにくい「実施件数の対前年
度上昇率」の評価割合を高くする。
H：インセンティブ制度が不十分である下位層に効果を及ばせるため、減算の対象支部の拡大の是非につい

て検討する。【論点３】

⑦ インセンティブ分の保険料率のインパクトを強

める
Ⅰ：仮に減算の対象支部を拡大した場合、上位支部の減算幅が弱まるが、インパクトを強める観点から、財
源とするインセンティブ保険料率の引き上げの是非について検討する。【論点３】

※ 【論点○】とあるのは、前頁の論点１～３を示している。 26


